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都道府県医師会長

　

殿

日本医師会長
横倉

　

義武

社会医療法人の認定要件の見直し及び認定が取り消された医療法人の
救急医療等確保事業に係る業務の継続的な実施に関する計画等について

　

この度、厚生労働省医政局長が各都道府県知事宛に通知した「社会医療
法人の認定要件の見直し及び認定が取り消された医療法人の救急医療等確
保事業に係る業務の継続的な実施に関する計画について」と、厚生労働省医
政局医療経営支援課長が各都道府県衛生主管部（局）長宛に通知した「「医
療法人における事業報告書等の様式について」の一部改正について」に関す
る通知文書並びに資料を送付いたします。

　

平成２７年９月２８日に公布された「医療法の一部を改正する法律」により医療

法が改正され、社会医療法人について、①認定要件について、一の都道府県
において病院を開設し、それ以外の都道府県において診療所を開設する医療
法人であって、当該病院及び当該診療所における医療の提供が一体的に行
われていることなど一定の要件を満たすものは、当該診療所の所在地の都道

府県においては救急医療等確保事業の実施を要しないこと、②認定を取り消
された医療法人について、救急医療等確保事業に係る業務の継続的な実施
に関する計画を作成し、その計画が適当である旨の都道府県知事の認定を受
けた場合には、社会医療法人が実施できる収益業務を行うことができることとさ
れ、平成２８年３月２５日に公布された「医療法の一部を改正する法律の施行期

日を定める政令」（平成２８年政令第８１号） 等により、これらの改正については、
本年９月１日から施行することとされました。

　

今回の都道府県知事宛文書は、これらの施行に合わせて、「社会医療法人
の認定について」（平成２０年医政発第０３３１００８号厚生労働省医政局長通知）

及び「「医療機関債」発行等のガイドラインについて」（平成１６年医政発第１０２

５００３号厚生労働省医政局長通知） の一部を別添１及び別添２のとおり改正し、
施行日から適用するとされたことについて通知するものです。

　

今回の各都道府県衛生主管部（局）長宛文書は、上記②の措置を受けて、
「医療法人における事業報告書等の様式について」（平成１９年医政指発０３３０
００３号厚生労働省医政局指導課長通知）の一部を改正し、本年９月１日から適
用するとされたことについて通知するものです。

　

なお、救急医療等確保事業に係る業務の継続的な実施に関する計画の認
定を受けた医療法人の法人税法上の取扱い等については、別途通知する予



定となっています。
また、②の措置については、本会の要望が一部実現したものですが、計画ど

おりに終了しなかった場合で、計画残額がある場合には、当該残額は一括課

税される旨、と厚生労働省に確認していますのでご留意ください。

　

つきま しては、 貴会におかれま しても、 本件についてご了知いただく

とともに、 貴会管下郡市区医師会への本件の周知方につきご高配賜りま

すようよろしくお願い申 し上げます。

（別添文書）
○

　

社会医療法人の認定要件の見直し及び認定が取り消された医療法人の

　

救急医療等確保事業に係る業務の継続的な実施に関する計画について

　

（日本医師会長宛添書）

○

　

社会医療法人の認定要件の見直し及び認定が取り消された医療法人の

　

救急医療等確保事業に係る業務の継続的な実施に関する計画について

　

（各都道府県知事宛文書）

○ 「医療 法人における事業報告書等の様式について」の一部 改正に

　

ついて（日本医師会担当 理事宛添書）

○ 「医療 法人における事業報告 書等の様 式について」の一部 改正に

　

ついて（各都道府 県衛生主管部（局）長宛 文書）



医政発０３２５第８号
平成２８年３月 ２５日

公益社団法人日本医師会長

　

殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

厚 生 労 働 省

社会医療法人の認定要件の見直し及び認定が取り消された医療法人の

救急医療等確保事業に係る業務の継続的な実施に関する計画について

標記について、別添のとおり各都道府県知事宛てに通知を発出いたしましたの

で、 御了知願います。



◎
医政発０３２５第７号

平成２８年 ３月

　

２５日

各 都 道 府 県 知 事

　　

殿

厚生労働省医政局長
（公

　

印

　

省

　

略）

社会医療法人の認定要件の見直し及び認定が取り消された医療法人の

救急医療等確保事業に係る業務の継続的な実施に関する計画について

　

昨年９月 ２８日に公布された 「医療法の一部を改正する法律」（平成２７年法律第７４

号） により医療法（昭和２３年法律第２０５・号）が改正され、 社会医療法人に関して、 ①

認定要件について、一の都道府県において病院を開設し、それ以外の都道府県におい

て診療所を開設する医療法人であって、当該病院及び当該診療所における医療の提供

が一体的に行われていることなど一定の要件を満たすものは、当該診療所の所在地の

都道府県においては救急医療等確保事業の実施を要しないこと、②認定を取り消され

た医療法人について、救急医療等確保事業に係る業務の継続的な実施に関する計画を

作成し、その計画が適当である旨の都道府県知事の認定を受けた場合には、社会医療

法人が実施できる収益業務を行うことができること．とされ、本日公布された「医療法

の一部を改正する法律の施行期日を定める政令」（平成２８年政令第８１号） により、
これらの改正については、 本年９月１日 （以下 「施行日」 という。．） から施行するこ

ととされたところである。

　

これに伴い、「医療法の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備及

び経過措置に関する政令ｊ（平成２８年政令第８２号） 及び「医療法施行規則の一部を

改正する省令」（平成２８年厚生労働省令第４０号） が本日公布され、 それぞれ施行日

から施行することと‐されたところである。

　

これらの施行に合わせて、「社会医療法人の認定について」（平成 ２０ 年医政発第
０３３１００８号厚生労働省医政局長通知）及び「「医療機関債」発行等のガイドラインにつ

いて」（平成１６年医政発第１０２５００３号厚生労働省医政局長通知）の一部を別添１及び

別添２のとおり改正し、 施行日から適用す－ることとしたので、 御了知の上、 適正な運

用に努められたい。

　

なお、救急医療等確保事業に係る業務の継続的な実施に関する計画の認定を受けた

医療法人の法人税法上の取扱い等については、別途通知する予定である。



（別添１）
○ 「社会医療法人の認定について」（平成２０年医政発第０３３１００８号） の一部改正

（下線の部分は改正部分）

改

　　　

正

　　　

後 改

　　　

正

　　　

前

第２ 社会医療法人の認定要件

１～３

　

（略）

４

　

救急医療等確保事業に係る業務の実施について （法第４２条の２第１

項第４号関係）

　

（１） 当該医療法人が開設する病院又は診療所（当該医療法人が地方自治

　

法 （昭和２２年法律第６７号） 第２４４条の２第３項に規定する指定

　

管理者として管理する公の施設である病院又は診療所を含む。 以下同

　　

じ。）のうち、１以上（２以上の都道府県の区域において病院又は診療

　

所を開設する医療法人にあっては、それぞれの都道府県で１以上塁週

　

に掲げる場合を除く。）） のものが、 当該医療法人が開設する病院又は

　

診療所の所在地の都道府県が作成する医療ｉ；；－－記載された法第３０

　

条の４第２項第５号イからホまでに掲げるいずれかの事業 （以下 「救

　

急医療等確保事業」という。）に係る業務を当該病院又は診療所の所在

　

地の都道府県において行っていること。
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第２ 社会医療法人の認定要件

１～３
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４ ・救急医療等確保事業に係る業務の実施について （法第４２条の２第１

項第４号関係）

　

（１） 当該医療法人が開設する病院又は診療所（当該医療法人が地方自治

　

法 （昭和２２年法律第６７号） 第２４４条の２第３項に規定する指定

　

管理者として管理する公の施設である病院又は診療所を含む。 以下同

　　

じ。）のうち、１以上（２以上の都道府県の区域において病院又は診療

　

所を開設する医療法人にあっては、 それぞれの都道府県で１以上） の

　

ものが、 当該医療法人二．
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が作成する医療計画に記載された法第３０条の４第２項第５号イから

　

ホまでに掲げるいずれかの事業（以下「救急医療等確保事業」という。）

　

に係る業務を当該病院又は診療所の所在地の都道府県において行って

　

いること。
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（１）

　

（略）

　

（２） 医療法人の事業について（規則第３０条の３５の３第１項第２号関

　

係）

　

①

　

社会保険診療 （租税特別措置法

　

Ｃ昭和３２年法律第２６号） 第２

　　　

６条第２項に規定する社会保険診療をいう。以下同じ。）に係る収入

　　

金額 （労働者災害補償保険法 （昭和２２年法律第５０号） に係る患

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

酬 馴し 同一 の 基準 によ

　　

者の診療報酬 （当該診療報酬がキニニ＝＝ニー▲

　

．・

　　　

っている場合又は当該診療報酬が少額 （全収入金額のおおむね１０

　　　

０分の１０以下の場合をいう。） の場合に限る。） を含む。）、 健康増

　　

進法 （平成１４年法律第１０３号） 第６条各号に掲げる健康増進事

　　

業実施者が行う同法第４条に規定する健康増進事業（健康診査に係

　　　

るものに限る。以下同じ。）に係る収入金額（当該収入金額が社会保

　　

険診療報酬と同一の基準により計算されている場合に限る。）及び助

　　

産（社会保険診療及び健康増進事業に係るものを除く。）に係る収入

　　

金額 （１の分娩に係る助産に係る収入金額が５０万円を超えるとき

　　　

は、 ５０万円を限度とする。）の合計額が、全収入金額（損益計算書

　　　

の本来業務事業損益、附帯業務事業損益及び収益業務事業損益に係

　　　

る事業収益の合計額をいう。） の１００分の８０を超えること。（こ

　　　

の場合：－焚いて‐
』 ３０条の３５の３第１ｌｉｉ箸２号－ずの判定に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，ｆ蛋１ ２３号） ｖ人；岸ｒ 草 つ・

　　　

当たっては‐ 介護－－－
－≠ （市域９÷：±．▲一

　　　

〈層“ニヨヨー派 毛収”入；一

　

“▲▲＝ ＾ ー

　

ー二」に蟹‐ 収入に含

　　　

まれることに留意すること。）

　　　

なお、健康増進事業に係る収入金額は、次に掲げる健康診査等に

　　　

係る収入金額の合計額とする。

　　　

イ ～ヌ

　

奪略）

（１）

　

（略）

（２） 医療法人の事業について（規則第３０条の３５の２第１項第２号関

係）

①

　

社会保険診療（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号） 第２

　

６条第２項に規定する社会保険診療をいう。以下同じ。）に係る収入

　

金額 （労働者災害補償保険法 （昭和２２年法律第５０号） に係る患

　

者の診療報酬（当該診療報酬が社会保険診療報酬と同一の基準によ

　

っている場合又は当該診療報酬が少額 （全収入金額のおおむね１０

　

０分の１０以下の場合をいう。） の場合に限る。） を含む。）、 健康増

　

進法 （平成１４年法律第１０３号） 第６条各号に掲げる健康増進事

　

業実施者が行う同法第４条に規定する健康増進事業（健康診査に係

　

るものに限る。以下同じ。）に係る収入金額（当該収入金額が社会保

　

険診療報酬と同一の基準により計算されている場合に限る。）及び助

　

産（社会保険診療及び健康増進事業に係るものを除く。）に係る収入

　

金額 （１の分娩に係る助産に係る収入金額が５０万円を超えるとき

　

は、５０万円を限度とする。）の合計額が、全収入金額（損益計算書

　

の本来業務事業損益、附帯業務事業損益及び収益業務事業損益に係

　

る事業収益の合計額をいう。） の１００分の８０を超えること。

　　

なお、健康増進事業に係る収入金額は、次に掲げる健康診査等に

　

係る収入金額の合計額とする。

　　

イ～ヌ

　

（略）

　　　　　　　　　　　　　　　　

，ｆ蛋１ ２３号） ｖ人；岸ｒ 草 つ・当たっては‐ 介護－－－
－≠ （市域９÷：±．▲一

　　　

“▲▲＝ ＾ ー

　

ー二」ーご蟹‐三収入に含



　

②

　

自費患者（社会保険診療に係る患者又は労働者災害補償保険法に

　　

係る患者以外の患者をいう。以下同じ。）に対し請求する金額が、社

　　

会保険診療報酬と同一の基準により計算されること。

　　　

なお、 社会保険診療報酬と同一の基準とは、 次に掲げるもののほ

　　

か、 その法人の診療報酬の額が診療報酬の算定方法に関する厚生労

　　

凹＝。‘ぃｖノが」表ー－透ける療養について、 同告示及び健康保険法の施

　　

行に関する諸通達の定める所により算定した額程度以下であること

　　

の定めがされており、 かつ、 報酬の徴収が現にその定めに従ってさ

　　

れているものであること。

　　

イ～口

　

（略）

　

③

　

（略）

フ～８

　

（略）

第３

　

社会医療法人の認定等に当たっての留意事項

１ ～ ２

　

・（略） ，

　　

′

　　　

ｒ

３ 社会医療法人の名称の登記

　

（１） （略）

　

（２） （１）により名称の変更について変更の登記をしたときは、登記事項

及び登記の年月日を、 遅滞なく、 都道府県知事に届け出るものとするこ

　

と （医療法施行令（昭和２３年政令第３２６号。以下「令」という。） 第

　

５条の１２参照）。

　

（３） （略）

４～５

　

（略）

６

　

刺 ＾－↓＊人“′‐ｒ－を取り消されナ 贋ニニヘの斜ｇに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

係る二

　

′－．●ー一 丁・↓ ムＩＬ薗； る言ｉ三‐′－～▲←寺

　

（１） 針会係塘法人の闘完を取り消され多医嬉排人のうち、次に掲げる事

　

②

　

自費患者（社会保険診療に係る患者又は労働者災害補償保険法に

　　

係る患者以外の患者をいう。以下同じ。）に対し請求する金額が、社

　　

会保険診療報酬と同一の基準により計算されること。

　　　

なお、 社会保険診療報酬と同一の基準とは‐ 次に掲げるもののほ

　　

か、その法人の診療報酬の額が診療報酬の算定方法に関する厚生労

　　

働省告示の別表に掲げる療養について、 同告示及び健康保険法の施

　　

行に関する諸通達の定める所により算定した額以下であることの定

　　

めがされており、 かつ、 報酬の徴収が現にその定めに従ってされて

　　

いるものであること。

　　

イ～口

　

（略）

　

③

　

（略）

７～８

　

（略）

第３

　

社会医療法人の認定等に当たっての留意事項

１ ～５

　

（略）

　　

・

３ 社会医療法人の名称の登記

　

（１） （略）

　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

（２） （１）により名称の変更について変更の登記をしたときは、登記事項

及び登記の年月日を、 遅滞なく、 都道府県知事に届け出るものとするこ

　

と‐（医療法施行令 （昭和２３年政令第３２６号） 第５条の１２参照）。

　

（３） （略）

４～５

　　

｛略）

（新設）



項－－該当ラるものは、 薪争一・◆二 二半＊に係る二．ニー↑：＝＝．・ ー”

に関する計画（以下「由協計画－という。） を汁成し‐ これを都道府県

知事に提出し、 その幸協計画報滴当である旨の認定を受けることがで

きること。

①

　

針金腹痛達人の認定を取り消された事由｛ぐ、 法第４２冬勺２第１

　

廼震５号′・！－脂′ずる叉件 １組＝虹

　　　　　

ず牽に係る巣曹ｔーー）

　　

を欠く｛－至ったことであって、当二高冬を欠くに至ったことガス；－

　

人口の著しい流↓【コ弛市当二．Ａ・虞は人の責めに帰することができ

　

ないそ・む喜誓ない事高灯あるとモ畳琶咽

　

如－｛｛凝めるものであるこ

と。

②

　

法箸４２条の２第１項各号 （第５号′・を除〈。） に掲げる要件１－言疹

　

当するものであること。

（２） 主軸二＝三－ノ訳，．畜叉けようとする

　　

法人は、次…－掲げる毒三を泥

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー
出することも

①

　

認定中詩き

　

別添７

＠

　

室歳：：面

　

雛益８

　

｛

　

‐弟３０ネコ３６の３第１頂のー止：第１の

　

３）．

③

　

第３の１の（１）の①の 「↓：ぇ二．－…▲‘ァ・海岸÷÷ー二．門」．白キーのう

　　

ち 豊－．－ Ｌ余人が＊圭４２；、コ２第１用ａｌ号ん＼ら第６号まビ （第

　　

５号′・雲 除く．） に掲 げて爾」ルー

　

ニ ＝することを証す三；二

＠

　

＊ ． ・
へのキムｙー」副…，一樹？÷し

阜皇

　　　　　

如 手 は、里

　　　

・
ご：：・ 掲 げる手 頃のし・ず しにキニ目する

　

と捌 るときは‐ て－′－～，．をすることがぐきること 「室‐Ｌー＝

　　　

－書

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

｝

第３の１の（１）の・①の 「↓：ぇ二．－〃－▲‘ァ・海岸÷÷ー二．門」ハ白キーのう



　

膝 ・なけれｒｆならないこと。

①

　

ｍ ・

　

二：☆人が、 ニニ４２条の２第１１ｉ包号 （第５号′、を除く。）

　　

！－掲 げる 要ｆヤー－・ すること

②

　

≠↓－；ニ

　

ニされた二目に

　　　

．－±謝 伍る主義の：二ｎ弘

　

一，．‐『感じ二＝つ茎＝′寿ブ▲ おいて

　

●

　　

－者われると

　　

目；スまれるものであること。

⑨

　

豪ニー・需－

　

．一されナニニ幡．・・．′【由二， 係る未÷が、 当÷÷

　　　　　

」 “－り…－．して有 ノれると目沃まれるものであること

（４）

　

↓ 二－－

　　　　　　　　　　　　

．ＩＡせ ニニ４２蜜つ２第１壇及び第

　　　　　　

．‐巴！リー′」＝賞．正 ｑ；‘１′′

　

３ 要三

　　　

－ 】・ ｝り卿恭ー－」▲↑７）ことがにきること中

（５） 事謄－・三コ豪奔を受ｉｉナ ー↓宗人は、 ｆ二ｉ：・．
．▲「後３月以内

　

ｌｒ

　

）；‐ｉ
・

　

＝

　

”ー

　　　

亨 」帯出 Ｌなりイ．：ずぼらな いこと。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・^’

①

　

圭 ニョ ｉリ
ー１．Ｌ

　

“ 音

　

－．‐』１ ０

　

ー

　　

… ３ ０条 の ３ ６の９

　

第１ 借″ …

　

”＝

　　　　　　

＝ 豊１ の ４）

＠

　

第３の１の（１）の①の「脅 え＝；二人の－－．」 一室蛇－のう

　　

ち ｍ－

　　

」＊▲′．々二三４２えつ２第１－ロー１号から第６月まで ‘弟

　　

５号′・を除く。） に掲げる要件！－斗ｍすることを証する竺類

（６） （５）の三キヒム．かわらず、
－－ ・

　

．一．」≧受：；だ蟹篇二 月ナ

　

次１－
に掲げるぇ：：↑ニｉ

　

ｋ ては‐ 次に崇める日後３月以内に、
４‐曲蛙瀬

　

棚止畠＋－‘

　

・“＝】

　　　　　　

． －－ ；，－；出しなりィしぼむらをいこと。

　

刊ロ

　

日

　

じ－

　

－旧 旅

①

　

辛－－．エー

　　　

…り消され弁日の属する：ｆｉ÷度

　

当ｉも＆り消

　　　　　　　　　　

１－‐－－

　

， された日

②

　

室－－１一‐

　　

されキー・

　

…ｒ・縦・又ｉ十三二 “四”．人の顎岸を

　　　　　　　　　　

１ニニニ

　　　

．

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

第１ 借″ …

　

”＝

　　　　

＝ 豊１ の ４）

第３の１の（１）の＠の「脅 え＝；



　　

受ｉｊた こと！－トリ‐
一‐Ｌ二ｉ面の…；± 三－；」を失ノた日の属りる会計

　　

年度 当該効力を失った日

（７）

　

ふ≧＝面ｔ

　

・十 鼠．＝ 匿，
．÷▲け

　

その；＊に係る÷．・ー；ニニ変

　　　　　　　　

ー’”．『 じ Ａ１７′Ｌ

　

画しようとするとき仕

　

亦甫しようとする事情酌ぴ亦甫の理中を記載

　

した：÷ 責 ‘亜 …

　

．－－ 『謡ｉＦ

　　　　

… ｍｌｌ） 亡 変 苗ニ ー

　　

≧Ｔ

　

画を添えて‐－豊ー晴県勾事に場出し、 そに．－－ｒを受けなり ，ｒｆからな

　

し、こと

（８） ＝．ｇｎＭ冊

　　　　　　

責ーー‐‐

　　

十雨．＝ 匿」．‐人心↑金策５冬勺５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ＩＦ′”←

　

こノ」１′

　

′

　

・′・１一′′ュ

　

の６第１項乞写のいずわがに該当すると鞭然るときは‐ 必要：－戊じ‐

　

速 やルイ－▲．二６３条の塩常によるニニニ▲－小事『 覇への立入‐仙
÷杏又は

　

’＋感６４キコ相常に上る解虞は人に対する商善命令±＃出しト十で、

　

令第５基の５の６第１項の相克により吏拙計画の認完券取り消し （実

　　　

，

　　

．ー 一三

　

紫：込１２）‐ｎｙｉムー治つ全；コ停止≧命ずること。

　

取り消しに当たっては‐ あらかじ社言」ｎ］言－・ …＾中高ｉｉ券陵が

　

なければならないこと。

（９）
●
÷ ム

　

ー

　　

－－・十 ｍ＝ Ｌ 一 三二人が‐ネ＝△－↓法人ｇノー ．．こＡ，′に

　　　　　　　　　

－－巴ョＵノー三笠．１市１４；こ１」′

　　

１ロ ＾１ーー十

　　

一」；仙Ｌ‐．艶雷－

　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　

ー
．；－人の当 三１‐“た日から将

　

来に向かってその勧力を失うこと。

（１０）

　

三 ムー‐

　　

ー－．」１６＝↓ ；▲法人は、 公言弱 ることなでき心いこ

　　　　　　　　　　　

ー１巴ＥＩＵノ；客．ー「Ｅｎ

　

ユＬ・」′こ

　

と。

　　　　　　　　　　　

・

７

　

そ の 他

　　　　　　　　　　　　　

， ６

　

その他

たヱ：；▲．『デ方、 Ｚ

し、こと

） ＝．ｇｎＭ冊

　　　　　　

責ーー‐‐

　　

十雨．＝ 匿」．‐人心↑金策５条勺５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ＩＦ′”←

　

こノ」１′

　

′

　

・′・１一′′ュ

の６第１項乞写のいずわがに該当すると鞭然るときは‐ 必要：－戊じ‐
条の塩常によるニニニ▲－の享ｒ 団への育入仙÷杏又は

＋感６４キコ相完ーｒ上る解虞は人に対する商善命令±＃出しト十で

第５基の５の６第１項の相克により吏拙計画の認完券取り消し （実
′ー治つ全；コ停止≧命ずること

あらかじ社言」ｎ］言－．・… ＾中 高ｉｉ券瞳ヵ

なければならないこと。

）
●
÷ ム

　

ー

　　

－－・十 ｍ＝ Ｌ 一 三二人が‐ネ＝△－↓法人ｇノー ．．こＡ，′に

　　　　　　

－－巴ョＵノー三笠．１市１４；こ１」′

１ロ ＾１ーー十

　　

一」；仙Ｌ‐．艶雷－

　　　　　　　　　

・

　　　　

－

　　　　　

ー
．；－人の当 三１‐“た日から将



（１）～（３） （略）

　　　　　　　

．

　　　

・

（４） 附帯業務及び収益業務の実施について

　　

定款又は寄附行為に定めのない業務を行うことは法令に違反する事

　

実となるため、 新たに法第４２条各号に掲げる業務及び同法第４２条

　

の２第１項Ｙは潔笛４，２条の３第２項に規定するＪ▽Ｋ‐Ｍ嘉を行う場合

　

にあっては、 定款又は寄附行為の変更等の手続きに遺漏がないよう留

　

意するものであること。（以下略）

　

◎

　

収益業務の区分経理について

　　

社会医療法人Ｙ：：：．Ｌ－：－－．酬，．ｃ‐二；“－辰；沃人
‐が収益業務を行

　

う場合にあっては、 収益業務から生ずる所得に関する経理と収益業務

　

以外の業務から生ずる所得に関する経理とをそれぞれ区分して行わな

　

ければならないものとすること。（以下略）

　

（６）～（７） （略）

別添１、 ２

　　　

（略）

　　

〆

別表１

別表２

別添３～６

　

（略）

別添７

別添８

別添９

別添１・０

別添１１

別添１２

　

（１）～（３） （略）

　

（４） 附帯業務及び収益業務の実施について

　　

定款又は寄附行為に定めのない業務を行うことは法令に違反する事

　

実となるため、新たに法第４２条各号に掲げる業務及び同法第４２条

　

の２第１項に規定する収益業務を行う場合にあっては、 定款又は寄附

　

行為の変更等の手続きに遺漏がないよう留意するものであること。（以

　

下略）

　

（５） 収益業務の区分経理について

　　

社会医療法人が収益業務を行う場合にあっては、 収益業務から生ず

　　

る所得に関する経理と収益業務以外の業務から生ずる所得に関する経

　　

理とをそれぞれ区分して行わなければならないものとすること。（以下

　　

略）

　

（６）～（７） （略）

別添１」 ２

　　　

（略）

　

別表

　

麺紘設）

別添３～６

　

（略）

　

（新設）

　　　　

，

　

（新設）

　

（新設）

． （逝設）

　

（新設）

　

（新設）

呂

男

男

宕



（下線の部分は改正部分）

改

　　　

正

　　　

後 改

　　　

正

　　　

前

Ｌ別

　

表

　

１ー

医療法第４２条の２第１項第４号（口を除く）の要件に該当する旨を説明する書類

　　　　　　　　　　　　　　　

申請者名 印

　　　　　　　　　　

住

　　

所 ：

以下のとおり相違ありません，

　　　　　　　　　　　　

「

　　　　　　

開設する全ての病院又尚診療所 救急医療等確保事業

　　

名

　　

称 所

　　

在

　　

地

　　　　　　　　　　

の別

１惣一

　

表

　

ｌ

医療法第４２条の２第１項第４・号の要件に該当する旨を説明する書類

　　　　　　　　　　　　　　

申請者名 印

　　　　　　　　　　　

住

　　

所：

以下のとおり・相違ありません。

　　　　　　

開設する全ての病院又は診療所 救急医療等確保事業

　　

名

　　

称

　　　　　

・ 所

　　

在

　　

地

　　　

・

　　　　　

の別

開設する全ての病院又は診療所 救急医療等確保事業

　　　

の月ｒ」

開設する全ての病院又嵩診療所 救急医療等確保事業

　　　

の別 名

　　

称 所

　　

在

　　

地名

　　

称 所

　　

在

　　

地

　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　

Ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　

・



（記載上の注意事項）
０ 「開設する全ての病院又は診療所」欄には、医療法第４２条の２第１項第５号の基

　

準に適合するか否かに係わらず開設する病院又は診療所（指定管理者として管理す

　

る病院又は診療所を含む。） を全て記載すること。
０２以上の都道府県の区域において病院又は診療所を開設する場合は、都道府県毎に

　

順に記載すること。
○ 「救急医療等確保事業の別」欄に記載する内容は、申請書（別添２ｒｌ）又は決算

　

届 （惣一添２ー２） に記載した内容と一致していること。

（記載上の注意事項）
○「開設する全ての病院又は診療所」欄には、医療法第４２条の２第１項第５号の基

　

準に適合するか否かに係わらず開設する病院又は診療所（指定管理者として管理す

　

る病院又は診療所を含む。） を全て記載すること。
０２以上の都道府県の区域において病院又は診療所を開設する場合は、都道府県毎に

　

順に記載すること。
○「救急医療等確保事業の別」欄に記載する内容は、申請書 鋸ｒ」添２、－１）又は決算

　

届 （別添２‐２） に記載した内容と一致していること。

　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

１別

　

表

　

２‐ｌ

　　　

医療法第４２条の２第１項第４号口の要件に該当する旨を説明する書類

　　　　　　　　　　　　　　　

申請者名

　

・

　　　　　　　　　　　　　　　

印

　　　　　　　　　　　

住

　　

所：

　

以下のとおり相違ありません。
１

　

開設する病院の所在地と同

　

ー▲Ｌ

　

－－－、開設する全ての病院、診療所及び介護老

　

人保健施設

矧 欝 菅療許曹床圃１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

別

（新設）

名

　　

称 所

　　

在

　　

地
二次医療

圏

許可病床

数

救急医療等

確保事業の

　

別

　　　　　　

Ｌ

　　　　　　　　　　　　

．



２

　

隣接市町村（注） に開設する全ての診療所及び介護老人保健施設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

二次医療 許可病床

　　

救急医療等

　　

名

　　

称

　　　　

．
所

　　

在

　　

地

　　　　　

圏

　　　　　

数

　　　

確保事業の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

足り

、丑） ｒ三』一町村とは、 」“

　　

↓”
一
人Ｕ －－

　

，る一＝

　

′…， 哩。口げ

　

′人，ＭＯＭにー’」

　

した市町村（当該病院の所在地の都道府県以外の都道府県の市町村であり、特足り区

　

を含む。） のこと。

（記載上の注意事項）
０

　

医療法第４２条の２第１項第５号の基準に適合するか否かに係わらず開設する

　

病院、診療所 （指定管理者として管理する病院又は診療所を含む。）及び介護老人

　

保健施設を全て記載すること。
○

　

「救急医療等確保事業の足り」欄に記載する内容は、申請書 御」添２－１）又は決

　

算届

　

御ｊ添２一２） に記載した内容と一致していること。

１添付書綱

０

　

当該医療法人が開設する全ての病院 診療所及び介護老人保健施設の所在地が示

　

された地図

ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　

．

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＼

　

＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　

．

名

　　

称 所

　　

在

　　

地
二次医療

圏

許可病床

数

救急医療等

確保事業の

　

足り

ロヒノ

　　　

リ‐，，」国」ソ は、 」“

　　

↓” 人ｕ

　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　

”“，′

　　

’

　

メ

　　　　　

Ｆｒ ｒ＝．Ｃロげ

　　

′，^ ７０Ｍ に一‐ハム



ｉ別 添 ７１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成

　　

年

　　

月

　　

日

都 道 府 県 知 事

　

殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

医療法人

　　　　　

云

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

理事長

　　　　　　　　　　　　

印

　　　　　　　　　　

救急医療等確保事業に係る業務の

　　　　　　　　　

継続的な実施に関する計画の認定申請書

　

社会医療法人の要件を欠くに至ったことが、．本法人の責めに帰することができない事

由として、 ００であることから、 医療法施行令 （昭和２３年政令第３２６号） 第５条の

５の２第２項並びに同法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号）第３０条の３６の５

及び第３０条の３６の６の規定に基づき、医療法 （昭和２３年法律第２０５号） 第４２

条の３第１項に規定する実施計画の認定について、実施計画等を添えて申請します。

（新設）



別 添 ８１

医療法施行規則

　

様式第１の３ （第３０条の３６の３関係）

　　　　　

救急医療等確保事業に係る業務の継続的な実施に関する計画

　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
１． 救急医療等確保事業に係る業務

　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

（１） 救急医療等確保事業に係る業務を継続的に実施する趣旨

（２） 救急医療等確保事業に係る業務の実施内容

（３）実施期間中に整備される救急医療等確保事業に係る業務の実施に必要な施設及び

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　

設備の取得価額の見積額の合計額 （※）：

　　　　　　　　

円

（４）実施期間中に整備される救急医療等確保事業に係る業務の実施に必要な施設及び

　　

設備の詳細

（新設）

１ 整備される施設及び設備の内容 取得価額の見積額

１ 円

１ 円



１１ 円１

‐

　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

／

畳畳 円１
１１ 円１
１

合計額（※）

　　　　　

円１
（５） 救急医療等確保事業に係る業務の実施期間：平成 年

　

月

　

日から平成

　

年

　

月

　　

日までの期間 （

　　

年）

（記載上の注意事項）

０１，（２）「救急医療等確保事業に係る業務の実施内容」 には、実施する事業の別、実

施する医療機関名などを記載すること。，
０１．（３） の （※）は、 １． （４） の （※） と一致させること。

０１ （４）「整備される施設及び設備の内容」欄には、１．（２） に記載した救急医療

等確保事業に係る業務の実施に必要な施設及び設備であり、 かつ、１，（５） に記載

　

した実施期間内に確実に整備されると見込まれるものの内容を記載すること。
０１．（４）「取得価額の見積額」欄には、添付書類 「整備される施設及び設備の取得価

額の見積額に係る見積書等（写し）の証拠書類」で確認可能な事業費を記載すること。

０１，（５）「救急医療等確保事業に係る業務の実施期間」は、ィ事業開始日 （予定日） を

起算日として、１２年（救急医療等確保事業に係る業務を実施する病院又は診療所の所

在地を含む区域における救急医療等確保事業の実施主体が著しく不足・している場合

　

その他特別の事情があると都道府県知事が認めるときは、１８年） 以内とすること。



２． 収益業務

（１） 収益業務の実施内容

（２） 収益業務の実施期間：平成

　

年

　

月

　　

日から平成

　

年

　

月

　　

日までの期間

　　　

（

　　

年）

　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

（記載上の注意事項）

○２．（１） の収益業務の実施内容については、目的及び単年度の収益見込みを記載す

ること。

○２．（２） の収益業務の実施期間は、１．（５） の実施期間と同一にすること。

１添付著珂

１． 整備される施設及び設備の取得価額の見積額に係る見積寄等（写し） の証拠書類

２． 平成２０年３月３１日医政発第０３３１００８号厚生労働省医政局長通知「社会医療法人

　

の認定について」第３●の１ （１） ①の「社会医療法人の認定申請等関係巻類」 のうち

　

当該医療法人が法第４２条の２第１項第１号から第６号まで （第５号ノ、を除く‐。） に

　

掲げる要件に該当することを証する書類

３． 定款又は寄附行為の写し

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

・

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．



１別 添 ９１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成００年００月○○日

曜塗会０８会。。。・

　　　　　　　　　　　　　　　

０ ０ 県 知 事

　　　　　　　　　　

救急医療等確保事業に係る業務の

　　　　　　　　

継続的な実施に関する計画の認定について

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

貴法人から平成００年００月００日付けでされた医療法 （昭和２３年法律第２０ ５

号） 第４２条の３第１項の規定に係る認定申請については、同法施行令（昭和２３年政

令第３２６号） 第５条の５の３の要件を満たすものとして認定したので通知します。

　

なお、認定後においても、同法施行令第５条の５の６第１項各号のいずれかに該当す

る場合には、この認定を取り消すこととなることからこの旨申し添えます。

（新設）



９別 添 ｌ ｏｌ
医療法施行規則

　

様式第１の４ （第３０条の３６の９関係）

　　　　

救急医療等確保事業に係る業務の継続的な実施に関する計画の

　　　　　　　　　　　　　　

実施状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成

　　

年

　　

月

　　

日

　　　　　　　　　　　　　　　

主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　

医療法人

　　　　　　　　　　

会

　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

理事長

　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　

印

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

１． 計画

（１）救急医療等確保事業に係る業務

　

①救急医療等確保事業に係る業務を継続的に実施する趣旨

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　

②救急医療等確保事業に係る業務の実施内容

　

③実施期間中に整備される救急医療等確保事業に係る業務の実施に必要な施設及び

　　

設備の取得価額の見積額の合計額 （※）：

　　　　　　　　

円

（新設）



④実施期間中に整備される救急医療等確保事業に係る業務の実施に必要な施設及び

設備の詳細

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
．

　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　

，

「

　

整備される離 職 備の内容 取得価額の見積額

１

　　　

－
円

１ 円

１ 円

１ 円

ー 円

ー
合計額（※）

　　　　

円

⑤救急医療等確保事業に係る業務の実施期間：平成 年

　

月

　

日から平成

　

年

　

月

　

日までの期間 （

　

年）

（２）収益業務

①収益業務の実施内容



②収益業務の実施期間：平成

　

年

　

月

　

日から平成

　

年

　

月

　

日までの期間 （

　

年）

（記載上の注意事項）

０都道府県知事の認定を受けた「救急医療等確保事業に係る業務の継続的な実施に関す

　

る計画」 より転記すること。

２． 実績

　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

′

（１） 救急医療等確保事業に係る業務の実施状況

　

Ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

事

　

業

　

の

　

別 病 院 等 名

　

称 実 績 （件 数 等）

　　

ｌ

　　　　　　　　

．

　

ｌ

　　

ｌ

（２）実施期間中に整備された救急医療等確保事業に係る業務の実施に必要な施設及び

　

設備の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位 ：円）

項

　　

目

実施期間

平成

年度

（

　

年

月

　

日～

平成

年度

（

　

年

月

　

日～

平成

年度

（

　

年

月

　

日～

平成

年度

（

　

年

月

　

日～

平成

年度

（

　

年

月

　

日～

平成

年度

（

　

年

月

　

目～



１ 年

　

月

日）

年

　

月

日）

年

　

月

日）

．年

　

月

日）

年

　

月

日）

年

　

月

日）

ｉ
１
ー
ー

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

各施設

及澱
備の内

客・取得

価額

　　　　　　

ｒ １
ー
ｌ

　　　　　　　　　　　

・ ｌ
取得価額の合計額

　　

④ ー
取得価額の累計額 １
取得価額の見積額
の合計額又は前期
の （Ｃ）

　　　　　　

億）

　　　　　　　　　

′

　　　　　　　

ー １
取得未済残額
（Ｂ一対

　　　　　

（Ｃ） １
（記載上の注意事項）

○ 「各施設及び設備の内容ｒ取得価額」欄には、１，（１） ④の「整備される施設及び

設備の内容」及び「その施設及び設備ごとの取得価額」を記載すること。

○毎年度、実施期間に係る全ての実績を記載すること。



（３） 収益業務の実施状況

　

①収益業務の実施内容

　

②経理の状況

　　　

・収益業務事業収益

　　　　　　　　

千円

　　　

・収益業務事業費用

　　　　　　　　　

千円

　　　

・収益業務事業損益

　　　　　　　　

千円

圏蓮廻
１． 平成２０年３月３１日医政発第０３３１００８号厚生労働省医政局長通知「社会医療法人

　

の認定について」第３の１（１）①の 「社会医療法人の認定申請等関係書類」 のうち

　

当該医療法人が法第４２条の２第１項第１号から第６号まで （第５号ハを除く。） に

　

掲げる要件に該当することを証する書類（令第５条の５の５第２項の規定による場合

を除く。）

２，整備された施設及び設備の取得価額に係る契約書、請求書、領収証等の証拠書類（写

　

し）

　

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．



別 添 １１１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成

　　

年

　　

月

　　

日

都 道 府 県 知 事

　

殿

　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

医療法人

　　　　　

云

　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　

．
・ 理事長・

　　　　　　　　　　　

印

　　　　　　　　　　

救急医療等確保事業に係る業務の

　　　　　　　　

継続的な実施に関する計画の変更認定申請書

　

医療法施行令（昭和２３年政令第３２６号）第５条の５の４第１項及び同法施行規則

（昭和２３年厚生省令第５０号）第３０条の３６の８第１項に規定する実施計画の変更

の認定について、変更後の実施計画を添えて申請します。

　　　　　　　　　　

記

１． 変更の理由

２． 変更しようとする事項

（新設）



別 添 １２１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成００年○○月 ０ ０日

医療法人００会

理事長

　

０ ０

　

０ ０

　

殿

　　　　　　　　　　　　　　　

０ ０ 県 知 事

　　　　　　　　　　

救急医療等確保事業に係る業務の

　　　　　　　

継続的な実施に関する計画の認定の取消しについて

　

貴法人については、下記のとおり医療法施行令（昭和２３年政令第３２６号）第５条

の５の６第１項第０号に該当することが認められたため、同規定により、医療法（昭和

２３年法律第２０５号） 第４２条の３第１項の規定に係る認定を取り消します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　

記

（取り消した理由）

注． 定款又は寄附行為に規定された収益業務の削除等について、定款又は寄附行為の変

　

更認可申請を早急に行うこと。

（新設）



（別添２）

ｏ 「「医療機関債」，発行等のガイ ドラインについて （平成１６年医政発第１０２５００３号）」 の一部改正

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（下線の部分 は改正部 分）

改

　　

正

　　

後 改

　　

正

　　

前

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（別 添）

「医療機関債」 発行等のガイドライン

第１ ‐ （略）

　　　　　　　　

，

第２

　

医療機関債を発行するに当たって遵守すべき事項等

１～４

　

（略）

５

　

発行条件等

（１）利率等

　

① （前略）

　

なお、 医療法人の役員及び当－－：：昌市・一ーーー不吉について利率等に差

　

異を設けることは、 医療機関債の発行主体が、 社会医療法人、 医療．法第

　

４２条の３第１項の覆土を受けた二二；；人又ｉよ特定医療法人であるとき

　

け視目ー１第 ３ ０条の３５の３第１項第１号ホ又は租税特別措置法施行令

　

（昭和３２年政令第４３号） 第３９条の２５第１項第３号にいう 「特別

　

の利益の付与」 に該当する可能性があることに留意する，こと。

（２）～（３） （略）

６～７

　

（略）

第３

　

（略）

（参考）関連諸規定 （略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

卵」添）

「医療機関債」 発行等のガイドライン

第１

　

（略）

第２

　

医療機関債を発行するに当たって遵守すべき事項等

１～４

　

（略）

５・発行条件等

（１）利率等
① （前略）

　

なお、 医療法人の役員及び当該役員の同族関係者について利率等に差

　

異を設けることは、 医療機関債の発行主体が、 社会医療法人又は特定医

　　　　　　　　　　

粥３ ０々 「３ ５の ２第１－：二１ 号 －^又 は 租税特

　

療法人であるとき日・ “ー

　

別措置法施行令 （昭和３２年政令第４３号） 第３９条の２５第１項第３

　

号にいう 「特別の利益の付与」 に該当する可能性があることに留意する

　

こと。

（２）～（３） （略）

６～７

　

（略）

第３

　

（略）

（参考）関連諸規定

　

．（略）



－

　
、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
｛

　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′．ｒ
′

．

医政支発０３２５第２号
平成２８年３月 ２５ 日

公益社団法人日本医師会

　

担当理事

　

殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

“，｝．′ｆＴ

厚生労働省医政局医療経営支援課長

　

，三雲
－
－一二，，

・・

「医療法人における事業報告書等の様式について」 の一部改正について

標記について、別添のとおり各都道府県へ通知しましたので、御了知願います。



◎
医政支発０３２５第１号

平成 ２８年 ３ 月 ２５

　

日

各都道府県衛生主管部（局）長・殿

厚生労働省医政局医療経営支援課長
（

　

公

　

印

　

省

　

略

　

）

「医療法人における事業報告書等の様式について」 の一部改正について

　

昨年９月 ２８日に公布された 「医療法の一部を改正する法律」（平成２７年法律

第７４号） により、医療法（昭和２３年法律第２０５号） 第４２条の３第１項の認

定を受けた医療法人について収益業務を行うことができることとされたことから、
「医療法人における事業報告書等の様式について」（平成１９年医政指発０３３０００３

号厚生労働省医政局指導課長通知） の一部を別添のとおり改正し、 本年９月１日

から適用することとしたので、 御了知の上、 貴管内の医療法人等に対する周知方

お願いする。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（別 添）

○ 「医療法人における事業報告書等の様式について」 （平成１９年３月３０日医政指発第０３３０００３号） （抄）

（下線の部分は改正部分）

改正後 改正前

隅－」 紙〕

鰍ｌ

　　　　　　

事

　　

業

　　

報

　　

止

　　

考

　　　　　　

（目

　

平成００年００月００日

　

至

　

平成００年００月００日）

１

　

医療法人の概要

　

（１） ～（の

　

（略）

〔５）役瓢 鰯 額

　　　　　

氏

　　　

名

　　　　　　　　

備

　　　　　　　　　　　

考

　　　　

理 事 長

　　　

００

　

００

　　　　

理

　　

事

　　　

００

　

００

　　　　　

同

　　　　　

００

　

００

　　　　　

同

　　　　

００

　

○○

　　

００病院管理者

　　　　　

同

　　　　

○○ ○○

　　

００病院管理者

　

‐”

　

同

　　

ｏｏ ｏｏ

　

ｏｏ診 断 管 酪

　　　　　　　

」

　　　　　

同

　　　　

００

　

００

　　

介護老人保一健嘘般００園管理者

　　　　

監

　　

事

　　　

００

　

００

　　　　　

同

　　　　　

００

　

００

　　　　

評 議 員

　　　

００

　

００

　　

医師 （○○医師会会長）

　　　　　

同

　　　　　

００

　

００

　　

経営有識渚 （００経営コンサルタント代表）

　　　　　　

同

　　　　

００

　

００

　　

医療を受ける者 （００自治会長）

　　　

注） １． 「社会医療法人」特定医療法人及じ．〃・

　　

４０久 ３第１要“ノｗ爪 メ．ノ

　　　　　　

▼

　

・

　

人－以外の医療法人は、 記載しなくても差し支えないこと。

　　　　　　　　　

′．・ハ

　　　　　

２． 一里 …＝

　　　　　　

●

　　

．・・ ん －

　　

、

　　

，，診療所又は介護老人保健施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．デ
ーラ

　

′

〔別

　

紙〕

微ｌ

　　　　　　　

事

　　

業 ・ 報

　　

告

　　

書

　　　　　　

（目

　

平成○０年○○月○○日

　

至

　

平成００年○○月００日）

１

　

医療法人の概要

　

（１） ～（４） （略）

　

（５）役員及び評議員

　　　　　

氏

　　　

名

　　　　　　　

備

　　　　　　　　　　

考

　　　　

理 事 長

　　　

００

　

００

　　　　

理

　　

事

　　　

００

　

００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

同

　　

○○ ００

　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　

同

　　　　

００

　

００

　　

００病院管理者

　　　

同

　　

００ ００

　

００病院管 酪

　

，

　　　　　　　

１

　　　　　

同

　　　　　

００

　

００

　　

００診療所管理α者

　　　　　

同

　　　　

００

　

００

　　

介護老人保帽健施航ｏｏ園管理者

　　　　

監

　　

事 ００

　

００

　　　　　

同

　　　　　

００

　

０〇

　　　　

評 議 員

　　　

○○

　

○○

　　

医師 （００医師会会長）

　　　　　

同

　　　　

００

　

００

　　

経営有識聾者 （○○経営コンサルタント代表）

　　　　　　

同

　　　　

００

　

００

　　

医療を受ける者 （００自治会長）

　　　

注） １． 社会医療法人及び特定医療法人以外の医療法人は、 記載しなくても差し支え

　　　　　

ないこと。

　　　　　

２． 理事の備考欄に、 当該医療法人の開設する病院、

　

“－〆ｏｉ‐肴次三人ｒ．・

氏

　　　

名 備

　　　　　　　　　　

考氏

　　　

名 備

　　　　　　　　　　　

考

理事長 ００

　

００理 事 長 ００

　

００

理

　　

事 ００

　

００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、理

　　

事 ００

　

００

同 ００

　

００ 」同 ００

　

００

同 ００

　

００ ００病院管理者同 ００

　

００ ００病院管理者

同 ００

　

００ ００病院管理者同 ００

　

００ ００耀鰭
同 ００

　

００ ００診療所管理α者同 ００

　

００ ００診 断 管 酪

　　　　　　　

」

同 ００

　

００ 介護老人保帽健施航ｏｏ園管理者同 ００

　

００ 介護老人保一健嘘般００園管理者

監

　　

事 ００

　

００監

　　

事 ００

　

００

同 ００

　

００同 ００

　

００

評 議 員 ００

　

００ 医師（００医師会会長）評 議 員 ００

　

００ 医師（○○医師会会長）

同 ００

　

００ 経営有識聾者 （○○経営コンサルタント代表）
同 ００

　

００ 経営有識渚 （００経営コンサルタント代表）

同 ００

　

００ 医療を受ける者（００自治会長）同 ００

　

００ 医療を受ける者（００自治会長）



　　　　　

設 （医療法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の管理者で

　　　　　

あることを記載すること。 （医療法第４７条第１項参照Ｄ

　　　　　

３． 評織員の備考欄に、 評議員の選任理由を記載すること。 （医療法第４９条の

　　　　　

４参照）

２

　

撰の擬
（１）～（２） （略）

（３） 収益業務 （社会医療法人又ｉ：

　　　

－４２条の３第１↓即ノ匝か◆け蔓ｉＨ

　　

，．・へが．言う

　

ことができる業務）

　　　

種

　　

類

　　　　　　

実

　　

施

　

． 場

　　

所

　　　　　　

備

　　　　　

考

　　　

繁宙場業

　　　　　　

０ ０県００郡．（市） ００町

　　　　　　　　　　　　

（村） ○０番地

　　　

料理品小売業

　　　　

○○県○○郡 （市） ○０ 町

　　　　　　　　　　　　

（村） ○０番地

　

（４） ～（９） （略）

　　　　　

設 （医療法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の管理者で

　　　　　

あることを記載すること。 （園療法第４７条第１項参照）

　　　　

３． 評議員の備考欄に、評議員の選任理由を記載すること。 （医療法第４９条の

　　　　　

４参照）

２

　

擬の糎
（１）～（２） （略）

（３） 収益業務 （社会医療法人が行うことができる業務）

　　

種

　　

類

　　　　　　

実

　　

施

　　

場

　　

所

　　　　　　

備

　　　　　

考

　　　

駐零場業

　　　　　　

００県００郡 （市） ００ 町

　　　　　　　　　　　　

（村） ○０番地

　　　

料理品小売業

　　

‐ ００県○０郡 （市） ００町

　　　　　　　　　　　　

（村） ○０番地

（４） ～（９） （略）

種

　　

類 実

　　

施

　　

場

　　

所 備

　　　　　

考種

　　

類 実

　　

施

　

． 場

　　

所 備

　　　　　

考

駐零場業 ○○県００郡 （市） ○０ 町

（村）○０番地

繁宙場業 ○ ０県００郡．（市） ００町

（村）○０番地

料理品小売業 ○０県○０郡 （市） ００町

（村）○０番地

料理品小売業 ００県００郡 （市） ００町

（村）○０番地


